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県出資法人 事業実績・事業計画の概要 

                               所管部局課 土木部港湾課 
 

１ 出資法人の概要 

① 法人の名称 株式会社茨城ポートオーソリティ 

② 所 在 地 那珂郡東海村大字照沼７６８番２７号 

③ 設立年月日 平成９年９月１日（平成１９年４月１日合併） 

④ 代 表 者 名 代表取締役社長 仙波 義正（常勤） 

⑤ 基 本 財 産 資本金 ２，９４７，８００千円 

⑥ 設 立 根 拠 会社法第２編第１章 

⑦ 設 立 目 的 

・経 緯 

茨城港（日立港区、常陸那珂港区、大洗港区）の効率的な管理運営及び振

興を推進するとともに、ひたちなか地区の都市づくりを担い、更には大洗

港区及び日立港区の後背地開発への参画に取り組むなど、地域社会の発展

と振興を図ることを目的に平成 19年４月１日に合併発足した。 

⑧ 組 織 

役職員数 
(R6.7.1現在) 取締役 16人 監査役３人 常勤職員 27 人 嘱託・臨時 23 人 

組織機構 

        企画・港湾振興課 
  企画・振興室  
      都市事業課 

代表取締役社長         総務部    総務課 
                      
  常務取締役      業務課 
    港湾部    
           施設管理課 
  取締役        
          
        
 常勤監査役   大洗支社    フェリー事業課 
      
       

 

 

⑨ 出資状況 

 

 

（上位５団体、出資者名、金額、割合） 

茨城県    1,561,326千円(53.0%) ひたちなか市 247,022千円( 8.4%) 

東京電力HD㈱ 143,490千円( 4.9%) ㈱日立製作所 138,041千円( 4.7%) 

㈱常陽銀行   123,511 千円( 4.2%) 

⑩ 資 産 状 況 
(令和６年３月末現在) 

 

 

                           （単位：千円） 

 金   額 摘    要 

流 動 資 産 

固 定 資 産 

２，４６０，６３２ 

４，３９６，６６０ 

現金預金、売掛金等 

建物等 

資 産 合 計 ６，８５７，２９２  

流 動 負 債 

固 定 負 債 

５６８，４２８ 

３７４，７３７ 

買掛金等 

退職給付引当金等 

負 債 合 計 ９４３，１６６  

純 資 産 合 計 ５，９１４，１２７  

※金額は千円未満を四捨五入しているので、合計が一致しない場合がある。 
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２ 令和５年度事業実績 

①事業内容 

  ア 港湾管理事業 

・県から、茨城港の公共埠頭管理業務等を受託し、港湾利用者のニーズを踏まえて調整

業務を行うなど、適切な港湾施設の管理運営に努めた。 

・大洗港区の大洗マリーナの売却に伴い、令和５年５月末で指定管理業務を終了し、利

用者に支障を来さないよう、円滑な事務引継ぎを実施した。 

・北関東自動車道や圏央道などインフラの整備効果を活かした茨城港の利便性等をＰＲ

するため、県、地元市町村及び各港区の振興協会と連携して、各種セミナーを開催す

るなど、ポートセールスを行った。 

・常陸那珂港区において、航路誘致や維持のために、利用荷主企業に対する助成事業を

実施し、令和６年２月に、中国コンテナ船社により新たな定期コンテナ航路が開設さ

れた。 

  イ 港湾業務事業 

   ・常陸那珂港区において、大型石炭船、定期コンテナ船、内航貨物船等を中心に船舶代

理店業務を実施するとともに、船会社や港湾運送事業者等と密接な連携を図りなが

ら、曳船及び給水作業等のポートサービスを提供した。 

・大洗港区において、フェリー会社等港湾利用者のニーズを的確に捉え、円滑な運航の

ための船内・沿岸荷役の支援等のポートサービスを提供した。 

ウ 港湾施設賃貸等事業 

・常陸那珂港区において、港湾利用者と調整を行いながら、荷さばき地等の貸付業務を

実施するとともに、保税蔵置場の適正管理に努めた。また、大洗港区においても、荷

さばき地等の貸付業務を実施した。 

・常陸那珂港区において、コンテナ荷役やＲＯＲＯ荷役等に必要なトラクターヘッドや

フォークリフト等荷役機械を賃貸し、荷役業者の作業の効率化に寄与した。 

・常陸那珂港区において、北ふ頭地区内にある物流倉庫「IPACひたちなか北ふ頭物流サ

イト」を賃貸し、港湾利用者のニーズを踏まえた効率的な管理運営に努めた。 

・大洗港区において、自社ビル内の一部をフェリー会社や物流会社へ賃貸するなど、港

湾利用者に対して安全で快適な施設の提供に努めた。 

エ 都市づくり推進事業 

・ひたちなか地区の商業・業務地区における社有地を、広域型商業施設用地として賃貸

し、地区の賑わい創出に寄与した。 

・総合住宅展示場「すまいりんぐ・ひたちなか」において、ハウスメーカー等15社17区

画が出展しており、施設運営会社と協調し、活気ある展示場運営に努めた。 

・ひたちなかセンター地区の未利用地について、短期貸付を実施し、地区のより一層の

賑わい創出に努めた。 

・「ひたちなかインフォメーションセンター」の管理運営を実施し、ひたちなか地区の

最新情報の提供や見学案内を実施するなど当地区のＰＲ活動に努めた。 

・常陸那珂港区の港湾関連用地を活用し、賃貸事務所施設や駐車場施設を提供する不動

産賃貸事業を実施し、港湾の利用促進に努めた。 
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 ②収支状況                             (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

営 業 収 入 

営 業 外 収 入 

３，７４６，０５２ 

１２，８６５ 

港湾管理収入、港湾業務収入等 

受取利息等 

経 常 収 入 計 ① ３，７５８，９１７  

営 業 費 用 

営 業 外 費 用 

３，４７８，６１３ 

２，０１６ 

人件費等 

支払利息等 

経 常 費 用 計 ② ３，４８０，６３０  

経 常 利 益 ③ 

（①－②） 
２７８，２８７  

特 別 収 益 計 ④ ６４０  

特 別 損 失 計 ⑤ ７０４  

税 引前当 期 純 利 益 ⑥ 

（③＋④－⑤） 
２７８，２２３  

法 人 税 等 ⑦ ８７，０７７ 法人税、住民税及び事業税 

当 期 純 利 益 ⑧ 

（⑥－⑦） 
１９１，１４６  

前 期 繰 越 損 益 ⑨ ７７９，０８３  

積 立 金 ⑩ １００，０００ 別途積立金 

当期末未処分損益累計⑪ 

（⑧＋⑨－⑩） 
８７０，２２９  

※金額は千円未満を四捨五入しているので、合計が一致しない場合がある。 

③補助金等の受入状況                          (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

出 資 金 ０  

補 助 金 ０  

委 託 金 ６０２，１１３ 公共埠頭管理業務委託等 

貸 付 金 ０  

損 失 補 償 限 度 額 

年 度 末 残 高 
０  
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３ 令和６年度事業計画 

①事業内容 

  ア 港湾管理事業 

・茨城県受託事業（常陸那珂港区公共埠頭管理業務委託等） 

・港湾振興事業   

イ 港湾業務事業 

・ポートサービス事業（船舶代理店業務） 

ウ 港湾施設賃貸等事業 

・荷さばき地等管理事業 

・荷役機械等貸付事業 

・IPACひたちなか北ふ頭物流サイト管理運営事業 

・大洗港フェリーターミナルビル管理運営事業 

エ 都市づくり推進事業 

・商業・業務施設用地等賃貸事業 

・総合住宅展示場運営事業 

・ひたちなか地区暫定貸付事業 

・ひたちなかインフォメーションセンター運営受託事業 

・臨港地区不動産賃貸事業 

②収支計画                             (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

営 業 収 入 

営 業 外 収 入 

３，７９８，０５１ 

５，６６６ 

港湾管理収入、港湾業務収入等 

受取利息等 

経 常 収 入 計 ① ３，８０３，７１７  

営 業 費 用 

営 業 外 費 用 

３，５８７，１８６ 

６００ 

人件費等 
支払利息等 

経 常 費 用 計 ② ３，５８７，７８６  

経 常 利 益 ③ 

（①－②） 
２１５，９３１  

特 別 収 益 計 ④ ０  

特 別 損 失 計 ⑤ ０  

税 引前当 期 純 利 益 ⑥ 

（③＋④－⑤） 
２１５，９３１  

法 人 税 等 ⑦ ６６，１１８ 法人税、住民税及び事業税 

当 期 純 利 益 ⑧ 

（⑥－⑦） 
１４９，８１３  

前 期 繰 越 損 益 ⑨ ８７０，２２９  

積 立 金 ⑩ １００，０００ 別途積立金 

当期末未処分損益累計⑪ 

（⑧＋⑨－⑩） 
９２０，０４２  

 ③補助金等の受入予定                          (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

出 資 金 ０  

補 助 金 ０  

委 託 金 ６００，０１３ 公共埠頭管理業務委託等 

貸 付 金 ０  

損 失 補 償 限 度 額 

年 度 末 残 高 
０  
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県出資法人 事業実績・事業計画の概要 

                               所管部局課 土木部港湾課 
 

１ 出資法人の概要 

① 法人の名称 鹿島埠頭株式会社 

② 所 在 地 神栖市東深芝８番地 

③ 設立年月日 昭和４３年７月１日 

④ 代 表 者 名 代表取締役社長 岡村 弘志（常勤） 

⑤ 基 本 財 産 資本金 ３００，０００千円 

⑥ 設 立 根 拠 会社法第２編第１章 

⑦ 設 立 目 的 

・経 緯 

鹿島臨海工業地帯の中核をなす鹿島港において、公共埠頭の効率的な管

理･運営と曳船・通船等の港湾サービス事業を一貫して行うため、茨城

県・地元自治体（鹿嶋市・神栖市）及び民間企業の共同出資により設立。 

⑧ 組 織 

役職員数 
(R6.7.1現在) 

取締役 10人 監査役３人 常勤職員 124 人 嘱託・臨時５人 

組織機構 

      総務課 
       
代表取締役社長  総務部     企画振興課 

      
          経理課 
                            船舶課 

取締役   船舶部     
      船舶営業課 

       
監査役            埠頭業務課 

      
    業務部     船舶代理店課 
       
       物流営業課 
      

 

 

⑨ 出資状況 

 

 

（上位５団体、出資者名、金額、割合） 

茨城県  150,000 千円(50.0%)  横浜川崎曳船㈱ 30,000 千円(10.0%) 

㈱常陽銀行 14,000 千円( 4.7%)  日本製鉄㈱    12,000 千円( 4.0%) 

鹿島石油㈱ 12,000 千円( 4.0%) 

⑩ 資 産 状 況 
(令和６年３月末現在) 

 

 

                           （単位：千円） 

 金   額 摘    要 

流 動 資 産 

固 定 資 産 

１，７４９，８４２ 

４，４４３，７０３ 

現金預金、売掛金等 

船舶等 

資 産 合 計 ６，１９３，５４５  

流 動 負 債 

固 定 負 債 

 １８８，８８２ 

１，３４７，９０９ 

買掛金等 

退職給付引当金等 

負 債 合 計 １，５３６，７９１  

純 資 産 合 計 ４，６５６，７５４  

※金額は千円未満を四捨五入しているので、合計が一致しない場合がある。 
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２ 令和５年度事業実績 

①事業内容 

  ア 曳船事業 

鹿島港及び茨城港（大洗港区、常陸那珂港区）において、曳船船隊を稼動させ、入出

港船舶に対して安全かつ迅速な離着岸ができるよう良質なサポートを提供した。 

  イ 通船事業 

入港船舶の綱取りや危険物積載船舶の警戒、旅客輸送等の各種業務を行い、安全で質

の高い港湾サービスの提供に努めた。 

  ウ 倉庫事業 

公共港湾機能を補完するとともに、南公共埠頭に荷揚げされるバラ貨物（肥料・飼

料）を中心に、荷主との緊密な連携を図り、効率的な倉庫運営に努めた。 

  エ 船舶代理店業 

船会社の多様なニーズに応えた質の高い港湾サービスの提供に努めた。また、関係機

関と利用者間の調整役として緊密な連携を図りながら、入出港船舶の安全と円滑な港湾

利用に努めた。 

  オ 受託事業等 

港湾管理者（茨城県）から、公共埠頭内港湾施設、船員待合所及びプレジャーボート

用泊地の管理業務を受託し、港湾施設等の適切な管理運営に努めた。 

鹿島清港会の清掃業務の委託を受け、港内の環境美化に努めるとともに、鹿島港振興

協会の事務局として、鹿島港の利用促進と使いやすい港づくりを推進し、港の発展、振

興を図ることを目的とした各種事業に取り組んだ。 

 ②収支状況                               (単位：千円)  

 金  額 摘    要 

営 業 収 入 

営 業 外 収 入 

２，９１０，０８２ 

７７，８７４ 

曳船料、通船料、保管料等 

受取利息等 

経 常 収 入 計 ① ２，９８７，９５６  

営 業 費 用 

営 業 外 費 用 

２，６１１，０８６ 

２１，７４１ 

船費、人件費等 

支払利息等 

経 常 費 用 計 ② ２，６３２，８２７  

経常利益③（①－②） ３５５，１２９  

特 別 収 益 計 ④ １３６  

特 別 損 失 計 ⑤ ２８４  

税 引前当 期 純 利 益 ⑥ 

（③＋④－⑤） 
３５４，９８１  

法 人 税 等 ⑦ １３１，７８０ 法人税、住民税及び事業税 

当期純利益⑧（⑥－⑦） ２２３，２０１  

前 期 繰 越 損 益 ⑨ ２，５６３，５５３  

積 立 金 ⑩ ３５０，０００ 船舶特別積立金、環境対策特別積立金 

当期末未処分損益累計⑪ 

（⑧＋⑨－⑩） 
２，４３６，７５４  

※金額は千円未満を四捨五入しているので、合計が一致しない場合がある。 

③補助金等の受入状況                          (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

出 資 金 ０  

補 助 金 ０  

委 託 金 １２５，３４６ 鹿島港管理業務委託等 

貸 付 金 ０  

損失補償限度額年度末残高 ０  
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３ 令和６年度事業計画 

①事業内容 

ア 曳船事業 

鹿島港及び茨城港（大洗港区、常陸那珂港区）における曳船事業 

イ 通船事業 

綱取り作業、危険物積載船舶の警戒業務、港内遊覧船の運航等 

ウ 倉庫事業 

南公共埠頭倉庫等の管理運営 

エ 船舶代理店業 

船舶入出港時の曳船の手配等 

オ 受託事業等 

茨城県受託事業（鹿島港管理業務委託等） 

海上災害防止業務等 

 ②収支計画                             (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

営 業 収 入 

営 業 外 収 入 

２，９１８，７２４ 

７８，８１３ 

曳船料、通船料、保管料等 

受取利息等 

経 常 収 入 計 ① ２，９９７，５３７  

営 業 費 用 

営 業 外 費 用 

２，７１９，９５３ 

２１，０６４ 

船費、人件費等 

支払利息等 

経 常 費 用 計 ② ２，７４１，０１７  

経常利益③（①－②） ２５６，５２０  

特 別 収 益 計 ④ ０  

特 別 損 失 計 ⑤ ５１  

税 引前当 期 純 利 益 ⑥ 

（③＋④－⑤） 
２５６，４６９  

法 人 税 等 ⑦ １０７，４８６ 法人税、住民税及び事業税 

当期純利益⑧（⑥－⑦） １４８，９８３  

前 期 繰 越 損 益 ⑨ ２，４３６，７５４  

積 立 金 ⑩ ２２０，０００ 船舶特別積立金 

当期末未処分損益累計⑪ 

（⑧＋⑨－⑩） 
２，３６５，７３７  

 ③補助金等の受入予定                          (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

出 資 金 ０  

補 助 金 ０  

委 託 金 １２６，１６８ 鹿島港管理業務委託等 

貸 付 金 ０  

損 失 補 償 限 度 額 

年 度 末 残 高 
０  
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